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1．はじめに 

（1）問題の背景 

日本では、在留外国人の増加に伴い、日本で中長期的に生活する外国にルーツを持つ未就学児が増加

しており、多様な文化背景を持つ子どもの就学前教育とケア（Early Childhood Education and Care、以

下 ECEC）へのアクセスのあり方が、重要な課題となっている。既往研究では、外国籍の保護者の子ど

もは日本国籍の保護者の子どもと比べて保育園や幼稚園等に就園していない割合が高いことが示されて

おり、就学前段階ですでに教育・保育へのアクセス格差が生じている可能性が指摘されている (Kachi 

et al., 2020)。 

保育サービスへのアクセスは、地理学においても重要な研究課題である。日本では、女性就業の増加

や、核家族・共働き世帯の多さなどを背景として保育需要と供給の不均衡、いわゆる待機児童問題が顕

在化し、さらに保育サービスの地域的偏在も指摘されてきた。これに対し、自宅・保育所・職場の位置

関係や送迎に伴う時間的制約を踏まえた保育所へのアクセス可能性、世帯構成や共働き世帯の分布と地

域的な保育需要との関係、保育サービスの需給ギャップの空間的分布など、保育サービスの利用可能性

を空間的に捉える研究が蓄積されてきた（宮澤, 1998; 若林, 2006; Wakabayashi et al., 2023 等）。 

一方、福祉サービスでは、ケアの提供者と利用者の関係性がサービスの利用に密接に関わる。そのた

め、福祉の地理学研究においては、サービスの数量的充足や施設への近接性・アクセシビリティといっ

た条件に加えて、ケアの提供者と利用者双方の感情や周囲との関係性に着目する必要性が指摘されてい

る（久木元, 2019）。さらに、国内の保育サービスに関する地理学研究は、主として日本人家庭のサービ

ス利用を対象としており、外国ルーツ家庭の保育サービス利用を対象に、こうした多面的なアクセス条

件を検討した研究は僅少である。 

海外においても、保育サービスの需要と供給の空間的不整合を地理的に可視化する研究が行われてい

る。Sandstrom et al.（2018）は、米国ニューヨーク州およびイリノイ州の 4 地域を対象に、保育補助の

対象となり得る低所得世帯の子どもの潜在的な保育サービスの需要と供給をセンサストラクト単位で地

図化した。その結果、保育需要に対して認可・登録等の規制下の保育供給が不足する「child care 

deserts (保育サービス供給不足地域)」が各地域に存在し、大きな需給ギャップの多くは、補助対象とな

り得る低所得世帯が高密度に居住する地域にみられた。また、単に施設や定員が存在するかだけでな

く、利用時間、保育補助利用の可能性、乳児の受入可否、保育の質、早朝・夜間・週末等の非標準時間

帯の保育対応を考慮すると、家庭が実際に利用可能な選択肢はさらに限定され、地域によって需要と供

給の大きな不整合が生じていた。さらに、英語能力が限定的な世帯が多い地域を需要分布と重ねて把握

しており、保育アクセスの分析には、供給量だけでなく、地域住民の言語的・就労上のニーズとの適合

性を含めた空間的検討が必要であることを示している。 

移民・マイノリティ家庭に対象を絞った研究からも、居住地域や家庭の特性が ECEC 利用を左右する

ことが示されている。Ackert et al.（2019）は、従来は移住先ではなかったが、ラテン系住民が近年急

増した「新たな移住先地域（new destinations）」では、従来からラテン系住民が集住する「既存の移住

先地域（established destinations）」と比較して、メキシコ系・黒人・白人のいずれの子どもも就園の可

能性が低いことを示した。さらにメキシコ系家庭の中では、文化変容の程度が低い家庭ほど new 
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destinations と established destinations の就園格差が大きかった。これらの知見は、ECEC アクセスが

施設供給という空間的条件だけでなく、地域に蓄積された社会的ネットワークや制度的支援といった社

会資源、さらに家族側の言語・社会的条件との相互作用によって形成される可能性を示している。日本

においても外国人住民が集住する地域と散住する地域では、多言語による行政情報、通訳、外国人支援

団体や同国出身者ネットワークなど、就園を支える地域資源の存在や利用可能性が異なりうる。そのた

め、外国ルーツ家庭の ECEC アクセスを理解するためには、施設の配置や近接性といった空間的条件だ

けでなく、情報、言語・文化、信頼関係、社会的ネットワーク等の非空間的条件を含め、両者がどのよ

うに重なり合って就園プロセスを形づくるのかを検討する必要がある。 

 

（2）本助成研究の目的と本報告書の位置づけ 

本助成研究は、従来重視されてきた保育サービスの配置、需給、近接性等の空間的条件に加えて、利

用者および提供者の関係性、就園に関する情報へのアクセス、言語・文化的受容性、社会的ネットワー

ク等の非空間的条件に着目し、それらが外国ルーツ家庭の保育サービス選択・利用においてどのように

相互作用するのかを明らかにすることを目的とした。 

本報告書では、このうち外国ルーツ家庭への半構造化インタビュー調査から得られた成果を中心に報

告する。分析には Levesque et al.（2013）のアクセスの概念枠組みを援用し、就園を単なる施設への物

理的到達や利用の有無としてではなく、ニーズの発生、ニーズの認識と就園希望、就園先の探索、就園

先への到達・申請、就園・利用、利用後の結果・帰結までを含む一連のプロセスとして捉える。これに

より、空間的な利用可能性と、利用者側の能力・社会的関係、園・自治体側の対応等がどのように組み

合わさって ECEC へのアクセスを形成するのかを検討する。 

なお、第 2 章以下は、本助成研究の成果の一部として公表した Ohsaka（2025）1を日本語に抄訳した

ものを土台とし、本報告書の趣旨に合わせて加筆・修正した。詳細については原論文を参照されたい。 

 
2．日本における外国にルーツを持つ家庭の就学前教育とケアへのアクセス： 
Levesque の概念枠組みに基づく質的分析 
 

【はじめに】 

日本では、在留外国人の増加に伴い、日本で中長期的に生活する外国にルーツを持つ未就学児が増加

している。2024 年 6 月末時点の外国籍人口は過去最多の 3,588,956 人に達し、前年末から 177,964 人

（5.2％）増加した（出入国在留管理庁, 2024a）。日本で暮らす外国ルーツの未就学児の数は 11 万 8,863

人で、10 年前と比較して約 1.5 倍（2013 年および 2023 年の在留外国人統計により筆者算出; 出入国在

 

1 Ohsaka, Y. (2025). Pathways to Access Center-Based Early Childhood Education and Care for Families of Foreign Origin in Japan: A 

Qualitative Analysis Using Levesque’s Framework of Access. Journal of Social Policy, Social Change and Development, 3(1), 69–89. 

https://doi.org/10.14456/journalspsd.2025.5 

 

https://doi.org/10.14456/journalspsd.2025.5
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留管理庁, 2024b）となっており、日本における外国ルーツの子どもの就学前教育・保育の重要性は増し

ている。 

日本では、保育園・幼稚園は義務教育ではないものの、3 歳児の約 96％、4 歳児の約 98％、５歳児の

約 98％が保育園・幼稚園・こども園に通っている（こども家庭庁, 2023）。したがって、ほとんどの子

どもが就学前教育を受けた後に小学校に入学する状況がある。 

国際的に使用されている「就学前教育とケア（Early Childhood Education and Care、以下 ECEC と表

記する）」という用語の定義は、初等教育就学までの子どもたちに関わるフォーマル・インフォーマル

なすべての制度・施設を包含している（OECD, 2001）。したがって、就学前の教育とケアは家庭や保育

園・幼稚園だけが提供するものではないが、本研究では、便宜的に「就学前の教育とケアを提供する施

設（ECEC 施設）」と表記する 。 

Kachi et al.（2020）は、日本の出生コホートデータを用いた分析から、外国籍の親を持つ子どもは、

日本人の親を持つ子どもと比較して、保育園や幼稚園等の ECEC 施設を利用していない傾向があること

を報告している。また、東京都港区 (2023)の調査では、外国籍家庭の子どものうち 9.8％が就園せず、

家庭で保育されていることが明らかになっている（両親ともに日本国籍の家庭は２％）。さらに神奈川

県綾瀬市では、自治体内の外国籍の子どもの 41％が未就園という結果が報告されている（公益財団法人

かながわ国際交流財団, 2023）。静岡県浜松市に住民登録されている新一年生になる年齢の 260 名の外国

籍の子どもを対象にした調査では、外国籍の子ども全体の未就園率は 11%だった。国籍別の未就園率で

は、ブラジル国籍が 12％、フィリピン国籍が 24％、ペルー国籍が８%等、国籍によって未就園率が異

なっていることが示された（浜松市, 2018）。以上のように、就学前の段階ですでに保育園や幼稚園への

アクセスの格差があることが明らかになってきている。海外においては、就学前の子どもに早期介入す

ることで、就学時だけではなく、その後のライフコース全般において、好影響をもたらすという研究結

果にもとづき、就学前の教育を無償化、義務化する動きや民族的・文化的マイノリティの親子が就学前

教育にアクセスしやすくする取り組みがすすめられている。    

一方、日本の外国ルーツの子どもを対象にした政策は小学校以降の学校適応や日本語指導に重点が置

かれており、就学前段階における政策的・制度的支援は不十分であると指摘されている（三井ほか, 

2018）。そのため、日本における外国ルーツの子どもの ECEC の機会へのアクセスに関する研究は、い

まだ萌芽的段階にとどまっている。 

以上を踏まえて、本研究の目的を「保育園や幼稚園に就園を希望する日本国内の外国にルーツを持つ

家庭が就園するまでのプロセスにおける就園を促進・阻害する要因を明らかにする」ことと設定する。

この目的を達成するために、本研究では、日本国内で子どもを育てる外国にルーツを持つ 23 家庭の保

護者に対して半構造化インタビューを実施し、就園過程の実態を明らかにする。本研究の構成は以下の

通りである。まず、先行研究のレビューを通じて、本研究の理論的背景を整理する。続いて、研究方法

として、データ収集と分析の手順を述べる。次に、インタビュー調査の結果を示し、日本国内の外国ル

ーツ家庭が ECEC にアクセスする際に影響を与え得る要因を明らかにする。 

 

【背景】 

 Levesque et al.（2013）は、ヘルスケアへの「アクセス」の定義を既往研究に基づいて分析し、「アク

セス」という語が多義的であり、ニーズの認識からサービス享受に至るまで幅広い概念を含むことを指
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摘している。この観点を参照し、本研究では、日本における外国ルーツ家庭の ECEC へのアクセスに関

する既往研究を、①ECEC の利用可能性、②ECEC への到達過程、③ECEC の利用実態、の 3 つの観点

から表 1 に整理した。 

日本では女性就業の増加に伴い、地域における保育需要と供給の不均衡、すなわち待機児童問題が顕

在化しており、さらに保育サービスの地域的偏在も課題とされる。この問題の実態把握と解決をめざ

し、地理学において、保育施設へのアクセスや保育サービスの地域的な利用可能性に着目した研究が展

開されてきた。具体的には、自宅・保育所・職場の位置関係や送迎に伴う時間的制約を踏まえた保育所

へのアクセス可能性の分析（宮澤, 1998）、世帯構成等と保育需要・供給の地域差との関係の検討（若

林, 2006）、GIS を用いた保育サービスの需給ギャップの空間分析（Wakabayashi et al., 2023）などが行

われている。 

加えて、ECEC 施設に外国ルーツの親子が入園した後の利用実態に関しては研究の蓄積がみられる。

例えば、保育園における多文化保育実践や外国ルーツの保護者や子どもに対する保育者の認識の分析

（堀田ほか, 2010; 内田, 2013; 堀ほか, 2017; 和田上ほか, 2017; 芦澤, 2020; 三菱 UFJ リサーチ＆コン

サルティング株式会社, 2020, 2021; 前田, 2022）、さらに外国ルーツの保育士による保育実践（佐々木, 

2015; 逢坂・稲葉, 2024）などを対象とした研究が存在する。また、既に就園している外国籍保護者へ

のインタビューを通じ、園生活上の課題も報告されている（田中ほか, 2024；西村・大道, 2024）。 

先述の通り、日本国内の外国籍の親の子どもは、日本国籍の家庭と比較して、ECEC 施設を利用して

いない傾向があることが報告されている。複数の先行研究においても様々な状況によって、不就園状態

になっている外国ルーツの子どもの存在は指摘されており（内海, 2021 ; 鳥海, 2021 ; 山田, 2022 ; 三山

ほか, 2020）、就園というスタート地点にたどり着けていない親子がいることに着目し、ECEC へのアク

セスを阻害する要因を特定し、就園を希望する家庭への支援方策を検討する必要がある。しかし、日本

における外国ルーツ家庭の ECEC の機会に到達するまでの過程の実態について詳細に検討した研究は僅

少である。 

 

【アクセスの概念枠組み】 

 外国籍住民の医療・保健サービスへの「アクセス」を促進・阻害する要因については、国内外で研究

の蓄積がある。例えば、滞日フィリピン人コミュニティを対象に、医療アクセスの実態と文化的障壁を

検討した研究（横田, 2016）、特別な保健医療的ニーズを持つブラジル人児童の保健医療アクセスを検討

した研究（Motoki et al., 2016）、医療アクセスに困難を抱える在住外国人の特徴と阻害因子および有効

表 1. 日本における外国ルーツ家庭の ECEC へのアクセスに係る既往研究  

出典：Ohsaka（2025）をもとに、本報告書のために日本語抄訳・一部改変。 
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な支援方策を明らかにした研究（森田ほか, 2021）、日本国内の外国人 HIV 陽性者の受療行動における

阻害因子を分析した研究（仲尾・山本, 2013）などが挙げられる。本研究では、Levesque ら（2013）が

提示した、個人のヘルスケアへのアクセスを説明する概念枠組み（図 1 参照）を援用し、外国ルーツ家

庭が ECEC の機会にアクセスするプロセスを検討した。 

Levesque ら（2013）は、ヘルスケアへのアクセスを「ケアの必要性を認識した時に、適切な医療サ

ービスを求め、獲得するための機会」と定義し、そのプロセスを①ケアのニーズ、②ニーズの認識とケ

アの希望、③ヘルスケアの探索、④ヘルスケアへの到達、⑤ヘルスケアの利用、⑥利用後の結果・転帰

の 6 段階に整理している。また、これらのステップは、利用者側の能力（認知力：Ability to perceive、

探索力：Ability to seek、たどり着く力：Ability to reach、支払い能力：Ability to pay、参加する力：

Ability to engage）と、提供者側の特性（アプローチのしやすさ：Approachability、受容性：

図 1. Levesque ら (2013)のヘルスケアへのアクセスモデル 

出典：Ohsaka（2025）の図を本報告書のために日本語訳。原図は Levesque et al.（2013）のヘルスケアへのアクセス 

モデルをもとに作成。 
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Acceptability、利用可能性・受入可能性：Availability and accommodation、経済的負担：Affordability、

妥当性：Appropriateness）の相互作用によって規定されるとしている。 

この概念枠組みは、特定の属性をもつ人々の医療へのアクセスをめぐる複合的な要因を明らかにする

枠組みとして、国内外の研究において広く援用されている。例えば、ドイツにおける難民妊婦（Henry 

et al., 2020）、メキシコ・米国国境付近に居住する移民（Infante et al., 2022）、香港に居住する南アジア

系エスニックマイノリティの女性（Vandan et al., 2019）、ポルトガルに居住する難民（Portela et al., 

2024）、HIV 陽性のトランスジェンダーの人々（Fauk et al., 2019）のヘルスケアアクセスの分析などが

挙げられる。本研究では、Levesque ら（2013）の枠組みを理論的基盤として援用し、日本で子育てを

している外国ルーツ家庭の ECEC へのアクセスを促進および阻害する要因を明らかにすることを目的と

し、質的調査から得られた知見を整理・検討する。 

 

【方法】 

本研究は、2023 年 11 月から 2024 年 12 月にかけて、日本国内に居住する外国ルーツ家庭の保護者

23 名を対象に、40～60 分程度の半構造化インタビューを実施した。対象者は、母親または父親、ある

いは両親が外国出身である日本において未就学の子どもを養育している（あるいは過去に養育してい

た）家庭とし、スノーボールサンプリングおよび理論的サンプリングを用いて選定した。なお、日本で

は就園が義務ではないため、本研究では就園を希望する家庭に対象を限定した。調査は、研究者の個人

的ネットワークを通じて数名の研究協力者を募集した後、データ分析を通じて抽出された概念やカテゴ

リーを精緻化するため、新規対象者を追加した。また、最終的に就園が実現した家庭だけでなく、未就

園の状態にある家庭の実態を把握するため、外国ルーツ家庭の子育て支援や学習支援を行う NPO 等の

団体の協力を得て、就園を希望しているにも関わらず就園に至らなかった家庭の保護者にも参加を依頼

した。 

インタビューでは、家族構成、来日時期、子育て支援の利用状況、就園希望の理由、就園先選定時の

情報収集方法や申請手続きに関する経験などについて自由に語ってもらった。得られたデータは質的デ

ータ分析ソフトウェア（MAXQDA）を用いて意味単位ごとにコード化し、カテゴリーおよびサブカテ

ゴリーを生成した。これらは、保護者が就園を希望した時点から実際の就園に至るまでのプロセスごと

に整理した。質的研究を採用した理由は、従来の量的研究では明らかにされていない外国ルーツ家庭の

就園過程を把握し、対象者の具体的な経験を明らかにすることで、制度や支援策の改善に資するためで

ある。 

 

【倫理的配慮】 

対象者には、個人情報保護、研究協力の任意性、個人名や国名等の一部加工などについて書面で説明

し、同意を得た上で署名を求めた。インタビューに先立ち、対象者が希望する使用言語を確認し、必要

に応じて通訳を手配した。対象者は自由意思によりいつでもインタビューを中止でき、終了後も参加撤

回やデータ削除を求めることが可能であることを説明した。インタビューは対面または Zoom によるオ

ンライン形式で実施し、対面の場合はプライバシーが確保された静かな場所を選定した。 
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【結果】  

インタビュー参加家庭の保護者のルーツの内訳は、表２の通りである。インタビューに参加した 23

家庭における父母の出身国の内訳は、ベトナム（15 名, 33%）、ネパール(7 名, 15%)、日本(6 名, 

13%)、インドネシア（4 名,9%）、中国（3 名, 7%）、韓国（3 名, 7%）、米国（2 名, 4%）、ブラジル（2

名, 4%）、エジプト（2 名, 4%）、フィリピン（1 名, 2％）、カナダ（1 名, 2％） である。外国ルーツ家

庭のうち、両親ともに外国出身である家庭は、17 家庭（74%）であった。 

 

就園過程に関する分析結果は、各ステップに沿って整理し、提示した（図 2 参照）。本文中の「 」

は、分析によって生成された概念を示す。インタビュー参加者の発言はイタリック体で示した。引用中

の『 』は、インタビュー参加者が語りの中で再現した会話や発言を示す。［ ］は文脈を明確にするた

めに筆者が補足した記述を、（…）は発言の一部を省略したことを示す2。 

 

2 英語、ベトナム語、中国語で実施したインタビューの発言は、本抄訳では日本語に翻訳して掲載し

た。日本語で実施したインタビューについては、発言時の表現を原則として維持した。 

表 2. インタビュー調査参加家庭の概要 

出典：筆者作成。「来日時期」は、旅行や短期留学を除いた中長期的な在留の開始を指す。 

*は、インタビュー調査に参加した保護者を示す。 
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1. 就園ニーズの認識 

1-1 促進要因： 就就」 や就子どもの教育 のために就園を希望する 

本研究に参加した保護者の多くは日本で就労しており、中長期的な在留を予定していた。一方で、日

本に留学中で一定期間後に帰国を考えている家庭も存在した。しかし、いずれの家庭も子どもができる

だけ早く日本語を習得し、日本の環境に慣れることを望み、小学校入学を見据えて就園を重要な教育的

機会と捉えていた。 

 

異なる文化や考え方に触れてほしいと思います。日本は技術でも有名です。だから子どもに

は、日本の子どもたちと同じ環境を経験させたいのです。（ID_3） 

 

将来的には日本で長く住みたいですから。 

子供の頃から保育園に行かせて日本の生活に早く慣れてもらいたい。 (ID_8) 

 

加えて育児休暇からの復帰や就労のために来日した場合、大学院の留学生として来日している場合な

ど、子どもを親の就労や学業のために就園させられるかどうかは保護者の来日の目的の達成においても

重要である。 

 

稼ぐために日本に来ましたから、子供を預けられないと、働けないですから。 (ID_22) 

 

図 2. 外国ルーツ家庭の就園過程に関わる促進要因と阻害要因 

出典：Ohsaka（2025）の図をもとに、本報告書のために日本語抄訳。 
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1-2 阻害要因： 就就園に関する文化・制度の違いによりイメージが困難 で就子を預けることに不安

感 がある 

就園を希望し、就園に向けて準備を始める際に、母国と日本の ECEC の制度や未就園児の子育てに関

する文化の違いに直面していることが明らかになった。例えば、ネパール出身の保護者は、自分自身は

幼少期に ECEC 施設に通った経験がなく、両親や祖父母などによって家庭保育されて育った。 

 

大体おうちにみんな家族一緒にいるから、おばあさんおじいさんとか、自分のお母さん、

私、お兄さんたちがみんな一緒に。だからあんまり[ECEC 施設には]行かない。 (ID_2) 

 

また、インドネシア出身の保護者は出身地では、住み込みのベビーシッターを利用することが多いこ

とを語った。 

 

私がいたのは小さな町で。だから働くお母さんたちは、だいたい家族からサポートを受けていま

した。祖父母が孫の世話をしたり、あるいは住み込みのベビーシッターが一緒に暮らして面倒を

見てくれるんです。インドネシアでは人件費が安いので。（ID_9） 

 

加えて、ベトナム出身の保護者は、ベトナムでは育休期間が日本と比べて短く、保育施設の安全性も

担保されていないことから、祖父母に子どもを預けて就労する保護者が多いと語った。 

 

ベトナムでは、育休期間はすごく短くてママたちは 6 ヶ月しか休めないですよ。産休いっぱ

い取ると、育休期間も短くなります。(…)だから家族に預かってもらいます。 

ベトナムの保育園や幼稚園は、日本みたいに全て市役所で管理してるわけではないですよ。

だからいろんな問題が発生してます。暴力したりしてるところもあるんです。だからそれを

すごく心配してママたちは、家族で預かったりしてるんですね (ID_18) 

 

以上のように、母国と日本の ECEC の制度や育児環境が大きく異なるため、日本の ECEC 施設での

生活や子どもを他人に預ける状況をイメージできない(ID_11)ことが伺えた。日本で子どもを育ててい

る外国ルーツ家庭は、就園できない場合、慣れない環境の中なんとか夫婦でやりくりする（ID_1, 4,7,1

8,20,21）場合や母国の家族、多くの場合、保護者の母親が来日して子育てを手伝って（ID_6,10,13,14,1

5,18,19,21）乗り越えている。 

これらの就園後の生活をイメージしにくいことや就園の困難さを受け、外国ルーツ家庭の中には、保

護者が日本で就労している間、子どもは母国の親族の家庭で養育(ID_2, 21, 22)しているケースも散見さ

れた。一方で、日本で就園に向けた目途が立ち、母国から子どもを呼び寄せた(ID_21, 22)という語りも

あった。 

 

2. 情報収集 

日本では、就園を希望する保育園や幼稚園を保護者が選び、居住地の自治体や幼稚園に申し込みを行

う必要がある。各園の保育・教育方針や重視している活動、保育時間や定員は異なっており、保護者は
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それらの情報を収集して就園先を選定する必要がある。日本では、就園を希望する家庭に対して、保育

施設の定員が足りない、いわゆる待機児童が課題となっており、家庭のニーズにマッチしており、なお

かつ、就園可能な園を探すことは日本人の保護者にとっても難易度が高い作業である。 

 

2-1 促進要因： 就役所」 や就」属コミュニティ の支援により就信頼できる就園先 を見つける 

就園を希望する外国ルーツの保護者にとって、自治体窓口は重要なタッチポイントである。就園の制

度や地域にどのような ECEC 施設があるか分からない場合に、自治体の窓口に問い合わせることができ

る点は、外国ルーツ家庭の間である程度認識されていることが伺えた（ID_4,5,6,7,8,9,10, 12, 13, 14, 19, 

20）。 

区役所においては、自宅や職場からの近接性が確保され、かつ定員に空きのある保育園の情報を得る

ケースが多い。日本において保育園を申し込む際には、多くの場合、就園を希望する順に 5～8 園をリ

ストアップする必要がある。限られた定員をめぐって希望者の中から選抜されるため、落選のリスクを

考慮すると、就園の可能性を高めるためには複数の園を記入することが望ましい。しかし、本インタビ

ューの参加者の中には、区役所から提示された近隣の保育園のみを見学し、その園にのみ申し込みを行

う家庭も散見された。 

 

保育園とか幼稚園の区別はあまりわからなくて、ただ市役所の方が『ここはまだ空いてます

よ』って教えてくれましたのでそこに行かせるだけです。（ID_8） 

 

それ[その保育園]は第 1 希望として申し込んだ。[区役所では]その保育園のみについて聞き

ましたから。多分入園できるかなと言われました。 (ID_22) 

 

区役所だけではなく、所属するコミュニティを通じて、就園に必要な情報を取得し、就園の手続きに

関わるサポートを受けている状況も明らかになった。本研究では、以下の 4 つのコミュニティが特定さ

れた。 

 

コミュニティ①日本国内で子育てをしている外国ルーツの人々 

日本国内で子育てをしている同じ国出身の人々のコミュニティから就園のサポートを受けられる場合

がある。また日本全体もしくは同じ地域に住んでいる外国ルーツの保護者のソーシャルネットワーキン

グサービス上でオンラインコミュニティを作り、そこで就園や子育てについての疑問を解消している状

況も明らかになった。来日間もない場合や同じルーツの保護者が少ない外国人住民の散在地域に住んで

いる場合など、身近に頼れるソーシャルサポートがない場合には心強い存在である。 

 

日本でちょうど子育て中の、中国人ママさんのコミュニティみたいなところですね。先輩か

らいろいろ情報もらいました。(ID_4) 

 

Facebook のコミュニティ、ママたちのコミュニティ、在日のベトナム人ママたちというコミ

ュニティに参加して、そういうグループ参加しました。(ID_17) 
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インドネシア人のコミュニティがあって、WhatsApp のグループチャットでやり取りできま

す。そこで『どうやって保育園に入園させればいいのか』と聞いたら、『区役所に行かないと

いけないよ』と教えてもらいました。（ID_3） 

 

コミュニティ②日本人の友人や近隣住民 

日本人の友人や近隣住民から就園に関わるサポートを受けている状況も明らかになった。来日や転居

してきたばかりの外国ルーツの家庭にとって、地域の保育園や幼稚園の情報や就園申し込みに関わる書

類を日本語で理解できる人が身近にいることは、言語的な障壁を乗り越える上で重要である。 

 

アパートの管理人が英語と日本語を話せるので、その人が通訳をしてくれました。（…） 

[筆者：保育園にも一緒に行ってくれるのですか？] 

はい、入園の最初の時だけです。書類を全部提出したり、不安なことを伝えたり、入園の

時期の最初に全部やらないといけなかったので。（ID_3） 

 

コミュニティ③宗教グループ 

日本においても定期的に宗教コミュニティの集まりに参加している保護者は、同じ宗教グループ内の

他の保護者から就園や子育てに関わる情報を得ていた。 

 

子どもを幼稚園に入れたいと伝えたのですが、どうしたらよいのかも、どの幼稚園が良いの

か悪いのかも全く分かりませんでした。するとグループの数人がそれぞれに幼稚園を勧めて

くれて、偶然みんな同じ幼稚園の名前を挙げたので、今はそこに子どもを通わせています。

（ID_1） 

 

コミュニティ④職場の同僚や大学のネットワーク 

仕事や留学のために日本に滞在している保護者は、職場の同僚や留学生ネットワークを通じて就園に

関する情報を得ていた。雇用主からの支援の程度や同僚との関係性には差があったものの、職場から手

続きの支援を受けた家庭や、同じように子育てをしている同僚と情報交換を行い、就園先の情報を得て

いた家庭も存在した。 

 

同僚の中で子どもを育てている人たちと、いろいろな情報を共有したり尋ねたりしまし

た。（…）例えば、子どもが病気のときにどう対応するのかとか、病児保育の制度について

です。これは、子どもが病気で保育園に行けないときでも、親が仕事を休まずに子どもを預

けられる仕組みです。（ID_10） 

 

夫の会社が就園手続きのすべてをやってくれました。（ID_17） 
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2-2 阻害要因： 就近近に頼れる人がいない 状況で、就言語的障壁によりリサーチが困難 、園や窓口で

就理解・配慮がない対応 を受ける 

一方で、コミュニティに所属していない場合やコミュニティに所属していてもそのコミュニティに日

本で子どもを就園させた経験がある保護者がいないと、就園に関する情報を取得するのは困難を極め

る。 

 

その二つの[知り合いの外国ルーツの]家族は保育園と幼稚園もあまり区別できないなの

で、だからその二つの家族にあまり聞かなかったんです。あの保育園選ぶときに考えたの

は、ただあそこが空いてると、家から一番近い、その二つだけで優先的に保育園選びまし

た。(ID_8) 

 

外国人同士では情報がない(ID_12) 

 

さらに、コミュニティに所属していても、子どもの年齢や夫婦の就労の状況など、家庭の置かれてい

る状況は千差万別であり、他の家庭の状況が参考にならないという語りもあった。また、同じ境遇の人

がいても、帰国や転居などにより頼ることができなくなるケースもある。 

 

子育てがやっぱりそれぞれは違いますね。しかも自分の方は、ちょっと違うね。ハーフ

だから。だからその部分も全然違います。食べ物も違いますし、言葉も違いますし。

(ID_6) 

 

そのときは、知り合いはいなかったんですね。ベトナム人の知り合いも日本人の知り合

いも。私の会社はですね、結婚した人がまだ 1 人しかないです。 (ID_18) 

 

日本において、外国人住民の集住地域と散住地域で就園に関わる書類の多言語化や通訳者の配置の割

合は大きく異なる (岡上, 2019)。多くの自治体では、自治体のホームページを機械翻訳機能により多言

語で表示することが可能であるが、就園に関する情報は、日本固有の制度や固有名詞が多く、機械翻訳

を利用しても十分に理解することは難しい場合がある。就園時には、保育園の見学や事前の面談など、

保育者や自治体窓口と日本語でコミュニケーションを取る場面が多い。そのような中で通訳が可能な知

人・友人は、貴重な存在であるが、そのような人を見つけ、同行してもらうことは容易ではない。 

 

自分ひとりではできません。母国のように簡単に Google で検索できるだけの言語力が、

私にはまだないからです。（ID_1） 

 

保育園の見学に行くときなど、[通訳のできるコミュニティの]メンバーが常に都合がつ

くわけではないので、見学までに時間があいてしまうなどのデメリットがある。 

(ID_23) 
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また、自治体の窓口や園における情報提供が不十分である場合や、外国ルーツ家庭の文化的・言語

的・宗教的背景が十分に考慮されていないと保護者が感じる対応もみられた。日本では、外国籍の学齢

期の子どもの不就学問題が課題になっており、文部科学省（2020）から「外国人の子供の就学促進及び

就学状況の把握等に関する指針」が出されるなど、小学校への就学に関する情報提供の推進は国が主導

し、実施されている。一方で、就園に関する自治体窓口における情報提供や手続きの支援の度合には差

がみられる。 

 

小学校に上がるときはスムーズにいったんですけど、やっぱり先ほどもおっしゃいました

通り保育園とか幼稚園に関するところでサポートがもうほとんど、何でしょう、冊子を 1

冊渡すぐらいで終わっちゃってまして。 (ID_4) 

 

また、中には地域の保育園に就園を希望しているにも関わらず、外国人学校に就園するように言われ

たケースもあった。 

 

『空きがない』って。『保育園に空きがないから、外国人学校に行ったら』って言われるんで

すね。保護者が日本語を喋れないから、もう外国人学校に行ってくださいみたいなことを言

われる。（…） 

『なんで働かなきゃいけないの？』みたいな感じで、市役所の保育園の申し込みするところ

の人に言われた。(ID_5) 

 

さらに、保育園や幼稚園に申し込む前に、園の見学や面談が求められる場合もある。その際、家庭内

の言語使用について、園から日本語の使用を求められ、それを違和感として受け止めた保護者もいた。  

 

（保育園で）『家庭では日本語を使ってないですよ』と伝えて、『それは困る』とか、『家庭

で日本語をできるだけ使ってください』みたいなこと言われたら、そこにはいかない。

(ID_10) 

 

また、外国ルーツの保護者が就園を希望した場合でも保護者の日本語のレベルなどを理由に、就園を

断られたという保護者も存在した。また、来日のタイミングによっては入園から卒園までの期間が短

く、それを理由に入園を断られるケースもあった。 

 

[入園について]聞いてみたのですが、日本語でうまく意思疎通ができなかったようで、『あな

たの子どもは幼稚園に入れません』と言われてしまいました。（ID_9） 

 

いくつかの保育園は『外国人が好きじゃなさそうだ』と感じた。遠まわしにこの保育園に入

園が認められないかもしれないと言われ、なんとなく、外国人が来てほしくないように感じ

た。（ID_23） 
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就園が叶わない場合、子どもは小学校入学まで YouTube をみたり、あとは絵を書いたり (ID_7)して

過ごしているという語りや周囲の親子との関わりがなく、孤独な状態におかれるケースが明らかになっ

た。 

 

平日は[子どもと]よく公園に行くのですが、行ってみると 8 割くらいの確率で、ほかに誰も

いないんです。（ID_1） 

 

一方で、就園できないまま就学することになったケースにおいて、地域の外国ルーツの子どもの学習

支援や居場所はそのような子どもが他の子どもと交流し、就学に向けた準備をする上で重要な役割を果

たしていることも保護者の語りから伺えた。 

 

3. 申し込み・審査 

最終的に希望の園に就園するためには、必要な書類を揃え、申込書を作成すること、園の定員などを

加味して、入園可能性が高い就園先を選定し、戦略的に申し込みを行うことが求められる。 

3-1 促進要因：自宅や職場に就近接 しており、就安心・安全な就園先 を見つける 

就園後は、園・自宅・職場の間を日常的に移動することになるため、保護者は就園先の近接性や利便

性を重視していた。一方、就園は子どもを他者に預ける行為でもあることから、サービス提供者と利用

者との間に信頼関係が構築されることが重要である。外国ルーツ家庭は、園見学や保育者とのコミュニ

ケーションの場面において、子どもを安心して預けられるかどうかを特に重視していた。 

 

近接性についての語り: 

 

[見学に行ったのは]二つかな、二つ近くの。もう保育園は多すぎて。逆にわからなくて、一番

近くにあるところ二つを行きました。 (ID_12) 

 

本当に近さが一番大事っていう感じですかね。 (ID_13) 

 

[その園]は家[から]近いですけど、もう[山の]てっぺんのとこ。ちょっと山登りとかそういう

感じですから毎朝送ったり、迎えに行ったら大変だなと思ってた。 (ID_18) 

 

安心に関する語り: 

 

もちろんいろいろ情報があるけど、でも自分にとっては保育園は子どもを預かるところ。子ど

もは安全にいられる場所で預かってもらえたらそれでいい感じかなというところですね。 

(ID_10) 

 

広くて綺麗で、見学のときの子どもたちの様子も見て、みんながちゃんと大事にされてるかど

うかとか。 (ID_14) 
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3-2 阻害要因： 就制度の理解不足 就入園審査で不利になりやすい状況 や就定員不足 により就就園

を断られる 場合や落選する 

日本では、年度当初の 4 月は募集枠が最も多く、就園できる可能性が高い。そのため 4 月入園申込の

期限は前年の秋と早期に設定されていることが一般的だ。このような申請スケジュールなど、制度的な

理解が不十分であったために就園が遅れてしまうケースが散見された。 

 

あの 4 月の入園だと、多分その前の 10 月とか 11 月[が締切]。ただそのチャンスを知らなかっ

た。最初の子で、もう最初の経験だから、なんか 2 月か 1 月、お正月終わってから申し込みし

に行ったり。 (ID_6) 

 

また、保育所等の利用調整では、多くの自治体において、保護者の就労状況や保育を必要とする事由

等に応じて点数が設定され、点数の高い家庭の就園が優先される。外国ルーツの保護者の中には、「留

学生」や「就職活動中」といった状態にあり、両親がフルタイムで就労している家庭に比べて点数が相

対的に低くなることが多く、その結果として入園審査で落選するケースがある。 

 

そのとき多分、主人はもしかしたらあの、留学生だったかな、大学院生(…)だからそれでち

ょっと合格[就園]できなかったんですね(ID_10) 

 

今月ぐらいの復帰する予定ですけれども、でも働いていた会社にはなかなか返事してくれな

いから多分もうあの再雇用されない可能性がありますので、今の別の仕事就職活動やってま

す。 (ID_15) 

 

0～2 歳児クラスでは、既に在園している子どもの継続利用等により新規の受入枠が限られる場合があ

る。本研究でも、来日時の子どもの年齢によっては希望する保育所に空きがなく、就園が困難となった

事例がみられた。 

 

2 歳途中から入るのクラスはもうすごく難しいです。どこでもいっぱいとか、そういう感じ。 

(ID_6) 

 

4．就園およびその後の継続した利用 

就園が決定してからの継続的な利用の状況についても本研究のインタビューで抽出された。 

4-1 促進要因： 就育育 の専門性や関わり方の工夫 に心強さを感じる 

就園を継続させる要因として、「保育者の専門性」を心強く思い、一緒に子育てをしているという感覚

を持っている保護者の様子が垣間見られた。 

 

先生は、気づいてたんですね。子供の変化、何が変わってるのか。気づいてもらってるの

が、それがすごくいいところだと思いますね。先生たちはきちんと教育を受けたんですか

ら、子供の心理も理解しているので、やっぱり自分よりすごいと思います。 (ID_18) 
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保育者が外国語を話せるかに関わらず、外国ルーツの保護者に寄り添う姿勢やコミュニケーションを

取ろうと努力してもらえているという感覚が、保育者との信頼感の醸成につながっている。 

 

園長先生はとても親切で、私を支えてくれるし、いろいろな情報も教えてくれます。だか

ら、子どもにとって良い環境だと思い、そこに通わせています。先生は英語を話せません

が、翻訳アプリを使って説明しようとしてくれるのです。（ID_21） 

 

4-2 阻害要因： 就繁 に転居・転職 、就子どもの体調不良 が起こる 

一方で、就園先が決定したとしても頻繁な転居や転職などにより、退園・転園せざるを得ない場合が

ある。転居先で就園させるためには、再度就園プロセスを最初からやり直す必要があり、ECEC 施設の

定員不足や転居のタイミングによって、就園できない場合や就園時期が先延ばしされてしまう状況が明

らかになった。 

 

私自身も仕事を探したいと思っていたのですが、3 か月後に夫がこちらで新しい仕事を

得たため、引っ越すことになりました。（ID_9） 

 

[子どもの名前]ちゃんは、転園ばかりですよね。[園の名前]のところも途中で入れたから

1 歳、0 歳のときにね、そこに行って、また主人が多分就職になってですね、多分それは 3

歳か 2 歳からは[園の名前]ですね。[地域の名前]の方でまた転園になってですね、[地域の

名前]行ったとき 4 歳のときは、あの[園の名前]行ったけど入れなかったから。(…)転園が

多いですね。全部で 4 か所くらい。 (ID_10) 

 

また、慣れない子育ての不安、第二子以降の里帰り出産などにより、一定期間出身国で子育てをした

後に再度来日する場合がある。また、就園後は子どもが保育園で様々な感染症になることがある。子ど

もの度重なる体調不良により不登園状態となる状況や就園継続を検討するという語りがあった。 

 

8 ヶ月のとき[保育園に]行って、[園を]1 回ちょっと辞めてネパールにいたんですね。その

とき、4 ヶ月ぐらいネパールに住んで、まだ 1 歳 3 ヶ月からはまだ保育園に入りました。

でもちょっとネパールと日本では生活が違いますから、ちょっとなんかそれで慣れてなか

ったんです (ID_20) 

【考察】 

 本研究では、日本において子どもの就園を希望する外国ルーツ家庭を対象に、「就園ニーズの認識」

「情報収集と就園先の選択」「申請・審査」「就園および就園後の継続利用」という各段階における促進

要因と阻害要因を明らかにした。結果では、これらの要因を就園プロセスの各段階に沿って提示した。

一方、図 3 では、抽出された要因を Levesque et al.（2013）の概念枠組みに対応させ、サービス利用者

側の能力とサービス提供者側の特性という別の軸から再整理した。図中では、利用者側を A、提供者側

を B とし、各能力・特性およびそれに対応する要因を整理するために番号を付している（図 3 参照）。 
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 インタビューから抽出された概念は同モデルの枠組みに概ね適合し、ECEC へのアクセス過程が利用

者側と提供者側の複合的要因により多段階的に形成されることを示している。外国ルーツ家庭の就園過

程では、利用者側および提供者側の要因によってプロセスが初期段階に戻るなど、中断や逆行を経験す

ることが少なくないことが明らかとなった。この可逆性は、図 3 において、先行段階へ戻る可能性を示

す白い矢印で視覚的に表現されている。 

日本において、子どもを ECEC 施設に就園させることは保護者の義務ではない。したがって、保育所

等を利用するためには、保護者が申請を行い、就労状況等の保育を必要とする事由を示す必要がある。

図 3. Levesque ら（2013）の概念枠組みを援用した外国ルーツ家庭の 

ECEC アクセスに関わる要因の整理 

出典：出典：Ohsaka（2025）をもとに、本報告書のために日本語抄訳。原図は Levesque et al.（2013）の「ヘルスケアへのア

クセスモデル」をもとに作成し、レイアウトを縦から横に変更するとともに、本研究で特定した促進要因（ピンク）および阻

害要因（青）を追加した。 
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また、申請や利用調整の過程では、家庭の状況に応じて必要な書類を提出し、場合によっては追加的な

説明や手続きを行うことが求められる。さらに申し込み手続きが問題なく完了しても、「待機児童問

題」に象徴される需要と供給の不均衡から、希望する施設に入園することは容易ではない。本研究の結

果からは、ECEC 施設の供給や自宅・職場からの近接性といった空間的条件と、情報へのアクセス、日

本語でのコミュニケーション、自治体・園や周囲の人々との関係性といった非空間的条件が相互に関係

しながら、実際の就園可能性を形作っていることが示唆された。 

具体的な基準は自治体によって異なるが、本研究では、「留学生」や「就職活動中」といった状況に

ある家庭において、就労状況等が入園審査上不利に働き、就園に至らなかったと考えられる事例がみら

れた。加えて、すべての就園過程を経て就園が実現した場合であっても、本研究に参加した一部の外国

ルーツ家庭では、頻繁な転居や転職、あるいは母国と日本を往復する必要などにより、ECEC の利用を

中断せざるを得ない状況がしばしば生じていた。また、地域内に利用可能な保育施設が存在していて

も、その施設や申請方法に関する情報に到達できなければ、保護者にとって実質的な選択肢となりにく

い一方、同国出身者、宗教グループ、職場等の社会的ネットワークを通じて情報や申請支援を得ること

で、地域に存在する保育資源へのアクセスが可能になる事例がみられた。 

本研究の限界として、対象者は主に就労や家族滞在などの在留資格を有する二人親家庭であり、難民

家庭、非正規滞在の状態にある家庭、ひとり親家庭などにおける子どもの ECEC 施設へのアクセス過程

については、十分に分析できていない。また、対象者は筆者や筆者が関わりのある外国人コミュニティ

や支援団体を通じた紹介によるため、特定の集団に偏っている可能性がある。加えて、本研究は 23 家

庭の保護者を対象に、就学前教育へのアクセス過程を質的に分析したものである。今後は、外国人住民

の集住・散住の状況や自治体の支援体制等の地域差を踏まえ、外国ルーツ家庭の就学前教育へのアクセ

ス状況について、量的研究や地域間比較を通じて検討する必要がある。 

 

【結論】 

日本において、近年、労働や学業のために来日する外国人が増加している。その中には、子どもを帯

同して来日したり、日本で出産し子育てを始めたりする人もいる。こうした保護者にとって、子どもが

就園できるかどうかは、保護者が日本で就労や学業を継続するうえでも重要である。また、就学前の子

どもを日本という新しい環境で養育する外国ルーツの保護者にとって、ECEC 施設は、子どもの成長・

発達の場であると同時に、多くの保護者にとって継続的に関わるフォーマルな支援機関の一つでもあ

る。そのため、ECEC 施設は、日本に暮らす外国ルーツ家庭の生活において重要な社会資源となってい

る。本研究からは、外国ルーツ家庭の ECEC へのアクセスが、保育施設の供給や近接性といった空間的

条件だけでなく、情報へのアクセスや言語的条件、自治体・園や周囲の人々との関係性といった非空間

的条件との相互関係によって形成されることが示唆された。外国人住民が安心して子育てできる環境を

整えるためには、自治体、園、地域の支援団体、外国ルーツの保護者が関わる多様なコミュニティ等が

連携し、地域に存在する ECEC や子育て支援の資源を外国ルーツ家庭が実際に利用しやすいものとして

いくとともに、すべての子どもが安心・安全に成長し、社会の中でその潜在力を最大限に発揮できる環

境を整備することが重要である。 
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